【様式１】
令和　　年　　月　　日


山梨県知事　長崎　幸太郎　殿


所在地　
名称　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印



参加申込書



「富士北麓県有地高度活用事業者公募支援業務委託」に係る企画提案公募に参加いたしたく、必要書類を提出します。


１　企画提案者の概要
別紙のとおり

２　添付書類
・誓約書、役員名簿（様式２－１・２－２）
・資本関係・人的関係等に関する調書（様式２－３）
・履歴事項全部証明書
・会社概要（パンフレット等）
・都道府県税納税証明書（県税に未納がない旨の証明書）　※都道府県で交付される様式
・国税納税証明書（その３の３）　※税務署で交付される様式


【様式１ 別紙】

１　企画提案者の概要
	




企画提案者
	会社の名称

	




連絡担当
者
	所属



	
	
	
	役職・氏名


	
	所在地

	
	

	
	
	
	電話番号（内線）



	
	ホームページアドレス





	
	メールアドレス








	設立年月
	
	資本金（百万円）
	

	売上金（百万円）
	
	従業員数（人）
	

	山梨県との契約を行う事業所

（商号又は名称、所在地、代表者の役職・氏名）
	※上記と同じ場合は記入不要
	関連会社
	





２　類似事業の経験や専門知識等※この四角と説明文は、提出時には削除して結構です。
審査の視点と留意点を踏まえ、この項目について１ページ以内で記載してください。



























３　事業実施能力・体制
※この四角と説明文は、提出時には削除して結構です。
審査の視点と留意点を踏まえ、この項目について１ページ以内で記載してください。















【様式２－１】
誓　　約　　書
令和　年　月　　日

山梨県知事　長崎　幸太郎　殿

所在地　
名称　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
生年月日　

私は、次の事項について誓約します。
なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。
また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者
（４）暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者
（５）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（６）下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者

２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人ではありません。

３　富士北麓県有地高度活用事業者公募支援業務（以下「本業務」という。）に係る先行業務成果物等の資料（以下「本資料」という。）について、次の事項を遵守し、知り得た情報については秘密を保持することを誓約します。
（１）自己又は自社（以下「当方」と総称する。）は、本業務への応募を検討する目的（以下「本目的」という）のためにのみ、本資料の開示を受けるものであり、本目的以外の目的のために本資料を利用しません。
（２）本誓約書における知り得た情報とは、文章、口頭、電磁的記録その他方法の如何を問わず、県から当方に対し公募要領等に関連して開示された、すべての技術上および営業上の資料、図書、知識、データ、ノウハウその他一切の情報を意味するものとします。
また、本誓約書の内容、入札検討の成果も守秘情報として取り扱うものとします。
ただし、次のいずれかに該当するものについては 守秘情報より除外されるものとします。
ア　県から開示を受ける前に、既に当方が保有していたもの
イ　県から開示を受ける前に、既に公知または公用となっていたもの
ウ　県から開示を受けた後に、当方の責によらず公知または公用となったもの
エ　正当な権限を有する第三者から当方が守秘義務を負うことなく適法に入手したもの
オ　県から開示を受けた情報によらず、当方が独自に開発したもの
（３）当方は、守秘情報について厳に秘密を守り、県の文書による事前の承認なくして第三者にこれを開示または漏洩しないことを確約します。またこれらの守秘情報を自らもしくは第三者の利益のために使用しないことを確約します。
（４）上記（３）に関わらず、当方は入札検討のため、次の者に対し守秘情報を開示することができるものとします。なお、当方は次の者に対して本誓約書に基づく守秘義務を遵守させることについて、一切の責任を負うものとし県に何ら迷惑を掛けないものとします。 
ア　自社の親会社、関連会社、取締役、監査役
イ　本公募検討のために選任する公認会計士、税理士、弁護士、司法書士その他の専門家
ウ　本公募検討のために当方が指定する者
（５）法令等により政府機関その他の公的機関に対して守秘情報を開示することが要求される場合には、当方は当該開示を行う場合があります。ただしその場合、当方は出来る限り事前に県にその旨を通知し、かつ情報が守秘されるよう合理的な努力をします。
（６）当方は、善良なる管理者の注意をもって、秘密情報が本書に反して開示・漏洩されないように措置を講じるものとします。
（７）当方は、県から請求のあった時は、県の指示に従い直ちに秘密情報の返還または破棄を行うものとします。
（８）当方及び当方より秘密情報を開示した第三者が故意または過失により本誓約書の各条項に違反し、これに基因して県に損害を与えた場合には、当方はその一切の損害を賠償する責めを負うものとします。
（９）本誓約書に定める秘密の保持は、当方が本事業の応募に応じない場合及び応募に応じ優先交渉事業者もしくは次点交渉事業者にならなかった場合であっても、存続するものとします。
（１０）当方は県が秘密情報の内容の正確性・真正性・完全性について何等の保証を行うものではないことを了承します。
（１１）本書に定めのない事項、あるいは本書に関し疑義が生じた事項については、誠意をもって協議の上、解決を図るものとします。


【様式２－２】
役　員　名　簿

令和　年　月　　日現在の役員
	役　職
	氏　名
	氏名のふりがな
	性　別
	生年月日（明治M、大正T、昭和S、平成H）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



１　本様式を山梨県が山梨県警察本部に照会することについて異議ありません。
２　虚偽の記載等を行った場合には、参加資格の取消並びに契約の解約等がなされても異存ありません。

令和　年　月　　日


所在地

名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


※この名簿には、登記簿謄本の「役員に関する事項」に記載されている役員（監査役を除く）を記入してください。


【様式２－３】

[bookmark: bookmark8]資本関係・人的関係等に関する調書

年 　月　 日
所在地 商号又は名称 代表者	
申請日現在、資本関係・人的関係等は次のとおり相違ありません。
１ 資本関係に関する事項
① 会社法第２条第４号の規定による親会社等は、次のとおりです。
	商号又は名称
	所在地
	代表者氏名

	
	
	



② 会社法第２条第３号の規定による子会社等は、次のとおりです。
	商号又は名称
	所在地
	代表者氏名

	
	
	

	
	
	



③ ①に記載した親会社等を同じくする他の子会社等(自社を除く。)は、次のとおりです。
	商号又は名称
	所在地
	代表者氏名

	
	
	

	
	
	

	
	
	



２ 人的関係に関する事項
役員(管財人を含む)の兼任の状況は、次のとおりです。
	当社の役員等
	兼任先及び兼任先での役職

	役職
	氏名
	商号又は名称
	役職

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



(備考)
1.	この調書は、資本関係・人的関係の有無に関わらず提出してください。
2.	該当がない事項については、その欄に「該当なし」と記載してください。
3.	①、②欄は、申請者から見た関係(「親会社」、「子会社」、「親会社を同じくする子会社」等) を記入してください
4.	記入欄が不足する場合は、適宜記入欄を追加してください。




【様式３】

質　問　書
令和　年　月　　日


所在地
名称


	【質問項目】


	【質問内容】


※「質問項目」欄には、「企画提案募集要項」、「業務仕様書」等の別とページ及び項目番号を明示してください。
※質問が複数ある場合には、上記記入欄を複製してください。
※回答は参加申込書に記載された連絡担当者の電子メールアドレスへ送付します。

【様式４】
令和　　年　　月　　日


山梨県知事　長崎　幸太郎　殿


所在地　
名称　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印




富士北麓県有地高度活用事業者公募支援業務企画提案書



富士北麓県有地高度活用事業者公募支援業務委託に係る企画提案書類を提出します。



【提出書類等】
・　企画提案書（様式４－１）
・　見積書（積算内訳の記載があるもの）



【連絡先】
所属
役職・氏名
電話番号
メールアドレス

【様式４－１】



富士北麓県有地高度活用事業者公募支援業務委託
に係る企画提案公募


企画提案書

















提案者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



○　様式４－１作成上の留意点
【記載内容】
・　別紙１「富士北麓県有地高度活用事業者公募支援業務委託に係る企画提案選定の手順及び審査の基準（企画提案審査）」に沿って作成してください。
・　審査会は、企画提案書がどの企画提案者のものかが審査員にわからないように運営します。このため、表紙（前のページ）以外に企画提案者の名称を記載しないでください。
・　プレゼンテーション審査の際には、この様式４－１（企画提案書）を資料にご説明いただきます。

【体裁・ファイル形式】
・　フォントや書式は自由に設定して結構です。ページサイズはＡ４版としてください。
・　ご提出いただく電子データは、PDF（.pdf）としてください。なお、表紙のみを別途ワード（.docx）とすることは可とします。

【添付資料】
・　図表の掲載や参考資料の添付も可能です（体裁やファイル形式の指定は上記と同じ）。

【ページ枚数の制限】
・　１５ページ以内（表紙を除く）としてください。

【様式５】

辞　退　届　出　書


令和　　年　　月　　日


　山梨県知事　長崎　幸太郎　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名                              印


　令和　　年　月　　日付けで公告された「富士北麓県有地高度活用事業者公募支援業務委託」について、応募を辞退します。















【連絡先】
所属
役職・氏名
電話番号
メールアドレス
2



